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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 71,516 12.3 1,553 △3.9 1,646 △4.1 1,352 16.3

2024年３月期 63,691 8.8 1,616 164.9 1,717 164.4 1,163 96.9

（注）包括利益 2025年３月期 1,028百万円 （△46.6％） 2024年３月期 1,927百万円（119.3％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2025年３月期 652.96 － 7.0 3.2 2.2

2024年３月期 555.34 － 6.3 3.6 2.5

（参考）持分法投資損益 2025年３月期 －百万円 2024年３月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2025年３月期 53,003 19,860 37.3 9,531.31
2024年３月期 49,827 19,110 38.2 9,214.09

（参考）自己資本 2025年３月期 19,785百万円 2024年３月期 19,055百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2025年３月期 △6,186 640 2,641 11,623

2024年３月期 3,763 △976 △1,711 14,476

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年３月期 － － － 150.00 150.00 314 27.0 1.7

2025年３月期 － － － 180.00 180.00 378 27.6 1.9

2026年３月期（予想） － － － 200.00 200.00 25.9

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第2四半期（累計） 34,000 △0.3 600 25.6 600 23.1 400 △4.4 193.09

通期 75,000 4.9 2,400 54.5 2,400 45.8 1,600 18.3 772.37

１．2025年３月期の連結業績（2024年４月１日～2025年３月31日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期 2,207,285株 2024年３月期 2,207,285株

②  期末自己株式数 2025年３月期 131,458株 2024年３月期 139,162株
③  期中平均株式数 2025年３月期 2,071,553株 2024年３月期 2,094,318株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 43,929 21.3 1,603 89.9 1,934 94.6 1,574 120.1

2024年３月期 36,218 7.8 844 109.7 994 16.8 715 △6.5

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期 759.98 －

2024年３月期 341.56 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2025年３月期 33,626 11,082 33.0 5,338.76

2024年３月期 29,928 10,047 33.6 4,858.07

（参考）自己資本 2025年３月期 11,082百万円 2024年３月期 10,047百万円

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第2四半期（累計） 19,000 △8.4 200 △68.2 150 △72.5 72.41

通期 44,000 0.2 1,500 △22.5 1,150 △27.0 555.14

※  注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（注）詳細は、添付資料P.12「３.連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針   

の変更に関する注記）をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要

１．2025年３月期の個別業績（2024年４月１日～2025年３月31日）

（２）個別財政状態

２．2026年３月期の個別業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての
注意事項等については、添付資料P.３「１.経営成績等の概況(4)今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や民間企業設備投資の増加、インバウンド需要の

増加などを背景に、緩やかな回復基調で推移しました。一方で原材料価格の高騰に伴う物価上昇や米国の政策動

向、不安定な国際情勢、為替や株価の急激な変動など、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いておりま

す。

　建設業界におきましては、公共投資、民間投資とも、受注環境は比較的堅調な状況が続いておりますが、建設資

材価格の高騰、担い手不足、残業規制など、業界を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続くと思われます。

　こうした状況の中、当社グループは、ICTや建設DX部門の強化を図り、生産性の向上に努めるとともに、人材へ

の投資を積極的に継続し、技術・品質・価格の総合的な競争力の向上に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、受注高が75,482百万円（前年同期比1.7％増）となり、売上高が71,516百

万円（前年同期比12.3％増）となりました。利益につきましては、営業利益が1,553百万円（前年同期比3.9％

減）、経常利益が1,646百万円（前年同期比4.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益が1,352百万円（前年同

期比16.3％増）となりました。

　セグメントの業績は次の通りであります。

　なお、セグメント利益は連結損益計算書の売上総利益を基礎としております。

（建築事業）

　建築工事はＰＦＩ建築工事・集合住宅・医療福祉施設・工場等の生産施設等に注力し、売上高は49,520百万

円、セグメント利益は4,329百万円となりました。

（土木事業）

　土木工事は道路・橋梁耐震工事及び護岸整備工事等に注力し、売上高は20,585百万円、セグメント利益は

1,084百万円となりました。

（不動産事業）

　不動産事業における売上高は596百万円、セグメント利益は264百万円となりました。

（その他の事業）

　資材の販売・賃貸等、その他の事業における売上高は813百万円、セグメント利益は292百万円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

　資産につきましては、現金及び預金が3,432百万円減少しましたが、受取手形・完成工事未収入金等が5,821百

万円増加したこと等により、前連結会計年度に比べ、3,176百万円増加し53,003百万円となりました。

（負債）

　負債につきましては、電子記録債務が2,378百万円減少しましたが、短期借入金が3,500百万円増加したこと等

により、前連結会計年度に比べ、2,426百万円増加し33,143百万円となりました。

（純資産）

　純資産につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益を1,352百万円計上、剰余金の配当314百万円等によ

り、前連結会計年度に比べ、749百万円増加し19,860百万円となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は11,623百万円となり、前連結会計年度末に比べ、2,853百万円

減少しました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前当期純利益の計上1,856百万円、売上債権の増加5,533百万円、その他の流動資産の増加1,044百

万円、仕入債務の減少417百万円、未成工事受入金の減少686百万円等により、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーは、6,186百万円の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　定期預金の預入による支出286百万円、定期預金の払戻による収入866百万円、投資有価証券の取得による支出

312百万円、投資有価証券の売却による収入329百万円等により、投資活動によるキャッシュ・フローは640百万

円の増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の増加3,554百万円、長期借入金の返済による支出486百万円及び配当金の支払額314百万円等によ

り、財務活動によるキャッシュ・フローは2,641百万円の増加となりました。

（４）今後の見通し

　今後のわが国経済は、雇用・所得環境が改善する中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期

待されますが、米国の政策動向による不安定な国際情勢・金融資本市場、国内における物価上昇・人材確保難な

ど、先行き不透明な状況が見込まれます。

　建設業界におきましては、公共事業および民間設備投資は底堅く推移することが見込まれるものの、建設資材価

格や労務費の高騰、担い手不足など、引き続き厳しい環境が続く見通しです。

　このような状況のもと、当社グループは、あらゆるステークホルダーの信頼と満足に応える「ファーストコール

カンパニー」を目指し、引き続いて人材の確保・育成に積極的に投資を行ってまいります。また「働き方改革」と

「生産性向上」の両立を図り、安全と工事品質の確保に努めます。さらに内部経営資源の充実、活用を図り、グル

ープ内の連携を強化し、強い収益基盤の確立と高い生産性の実現を目指してまいります。

　現時点での次期の通期連結業績予想につきましては、売上高75,000百万円、営業利益2,400百万円、経常利益

2,400百万円、親会社株主に帰属する当期純利益1,600百万円を予定しております。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、利益は「株主への還元」、「安定的な配当の維持」および「長期的な視野に立った企業体質の強化」に

バランスよく配分することが重要であると考えております。したがって、企業価値を高め、将来的な発展を視野に

入れた利益配分を基本としております。

　当連結会計年度の期末配当金につきましては、2025年５月13日付「通期業績予想と実績値との差異及び剰余金の

配当（増配）に関するお知らせ」の通り、当連結会計年度の業績をふまえ、普通配当１株当たり180円を予定して

おります。

　なお、次期の期末配当金につきましては、当期の普通配当１株当たり180円から20円増配し200円を予定しており

ます。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び国内の同業他社との比較可能性を考慮し、会計基準につきま

しては日本基準を適用しております。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,286 11,854

受取手形・完成工事未収入金等 18,077 23,899

電子記録債権 1,427 1,198

販売用不動産 60 182

未成工事支出金 291 357

材料貯蔵品 21 15

その他 1,757 2,864

貸倒引当金 △1 △3

流動資産合計 36,919 40,368

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,237 1,244

機械装置及び運搬具（純額） 13 33

工具、器具及び備品（純額） 55 55

土地 6,735 6,726

建設仮勘定 52 －

その他（純額） 20 16

有形固定資産合計 8,114 8,075

無形固定資産

その他 164 132

投資その他の資産

投資有価証券 3,827 3,543

長期貸付金 473 466

退職給付に係る資産 211 227

繰延税金資産 59 144

長期未収入金 110 105

破産更生債権等 5 4

その他 430 444

貸倒引当金 △490 △509

投資その他の資産合計 4,627 4,426

固定資産合計 12,907 12,635

資産合計 49,827 53,003

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 12,509 14,546

電子記録債務 5,678 3,300

短期借入金 1,336 4,837

１年内償還予定の社債 206 80

未払法人税等 551 468

未成工事受入金 5,154 4,494

完成工事補償引当金 265 266

工事損失引当金 8 98

賞与引当金 284 393

その他 1,508 1,965

流動負債合計 27,504 30,451

固定負債

社債 80 －

長期借入金 1,319 999

繰延税金負債 1,118 966

再評価に係る繰延税金負債 88 91

役員退職慰労引当金 61 71

株式給付引当金 50 60

関係会社事業損失引当金 － 12

退職給付に係る負債 215 216

資産除去債務 25 25

その他 252 248

固定負債合計 3,212 2,692

負債合計 30,716 33,143

純資産の部

株主資本

資本金 2,368 2,368

資本剰余金 3,220 3,241

利益剰余金 13,001 14,039

自己株式 △305 △290

株主資本合計 18,283 19,358

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,157 878

土地再評価差額金 △458 △461

為替換算調整勘定 3 7

退職給付に係る調整累計額 69 2

その他の包括利益累計額合計 771 427

非支配株主持分 54 74

純資産合計 19,110 19,860

負債純資産合計 49,827 53,003
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

売上高 63,691 71,516

売上原価 57,992 65,684

売上総利益 5,698 5,831

販売費及び一般管理費 4,082 4,278

営業利益 1,616 1,553

営業外収益

受取利息及び配当金 99 133

為替差益 99 －

受取保険金 0 21

その他 66 51

営業外収益合計 265 207

営業外費用

支払利息 37 36

支払保証料 15 28

貸倒引当金繰入額 102 21

関係会社事業損失引当金繰入額 － 12

為替差損 － 10

その他 8 4

営業外費用合計 164 114

経常利益 1,717 1,646

特別利益

固定資産売却益 0 18

投資有価証券売却益 0 177

投資有価証券清算益 － 24

特別利益合計 0 219

特別損失

固定資産除売却損 0 9

その他 － 0

特別損失合計 0 9

税金等調整前当期純利益 1,717 1,856

法人税、住民税及び事業税 595 611

法人税等調整額 △73 △124

法人税等合計 521 486

当期純利益 1,195 1,369

非支配株主に帰属する当期純利益 32 16

親会社株主に帰属する当期純利益 1,163 1,352

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

当期純利益 1,195 1,369

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 605 △278

土地再評価差額金 － △2

為替換算調整勘定 △0 7

退職給付に係る調整額 126 △66

その他の包括利益合計 731 △341

包括利益 1,927 1,028

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,896 1,007

非支配株主に係る包括利益 30 20

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,368 3,203 12,181 △196 17,556

当期変動額

連結範囲の変動 △24 △24

剰余金の配当 △318 △318

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,163 1,163

自己株式の取得 △115 △115

自己株式の処分 16 6 22

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － 16 819 △108 727

当期末残高 2,368 3,220 13,001 △305 18,283

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整勘
定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 551 △458 2 △57 38 46 17,642

当期変動額

連結範囲の変動 △24

剰余金の配当 △318

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,163

自己株式の取得 △115

自己株式の処分 22

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

605 － 0 126 733 7 740

当期変動額合計 605 － 0 126 733 7 1,468

当期末残高 1,157 △458 3 69 771 54 19,110

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,368 3,220 13,001 △305 18,283

当期変動額

連結範囲の変動

剰余金の配当 △314 △314

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,352 1,352

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 21 15 36

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 21 1,038 15 1,074

当期末残高 2,368 3,241 14,039 △290 19,358

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整勘
定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 1,157 △458 3 69 771 54 19,110

当期変動額

連結範囲の変動

剰余金の配当 △314

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,352

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 36

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△278 △2 3 △66 △344 20 △324

当期変動額合計 △278 △2 3 △66 △344 20 749

当期末残高 878 △461 7 2 427 74 19,860

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,717 1,856

減価償却費 146 156

株式報酬費用 21 29

貸倒引当金の増減額（△は減少） 73 19

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 21 0

工事損失引当金の増減額（△は減少） △10 89

賞与引当金の増減額（△は減少） 6 109

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 10

退職給付に係る資産負債の増減額 △56 △111

株式給付引当金の増減額（△は減少） 12 10

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） － 12

受取利息及び受取配当金 △99 △133

支払利息 37 36

為替差損益（△は益） △73 20

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △176

投資有価証券評価損益（△は益） 0 －

投資有価証券清算損益（△は益） － △24

固定資産売却損益（△は益） △0 △18

固定資産除却損 0 9

売上債権の増減額（△は増加） △1,661 △5,533

棚卸資産の増減額（△は増加） 221 △182

仕入債務の増減額（△は減少） 2,684 △417

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,460 △686

その他の流動資産の増減額（△は増加） △770 △1,044

その他の流動負債の増減額（△は減少） △164 447

その他 △36 10

小計 3,541 △5,509

利息及び配当金の受取額 99 132

利息の支払額 △37 △39

法人税等の支払額 △122 △776

法人税等の還付額 281 6

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,763 △6,186

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △826 △286

定期預金の払戻による収入 225 866

有価証券の償還による収入 － 111

有形固定資産の取得による支出 △137 △98

有形固定資産の売却による収入 0 31

無形固定資産の取得による支出 △118 △4

投資有価証券の取得による支出 △121 △312

投資有価証券の売却による収入 51 329

投資有価証券の清算による収入 － 29

関係会社株式の取得による支出 － △8

貸付けによる支出 △61 △31

貸付金の回収による収入 24 13

その他の支出 △26 △11

その他の収入 14 13

投資活動によるキャッシュ・フロー △976 640

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △422 3,554

長期借入れによる収入 80 100

長期借入金の返済による支出 △707 △486

社債の償還による支出 △214 △206

自己株式の取得による支出 △115 △0

配当金の支払額 △318 △314

リース債務の返済による支出 △13 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,711 2,641

現金及び現金同等物に係る換算差額 67 49

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,142 △2,853

現金及び現金同等物の期首残高 13,420 14,476

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △86 －

現金及び現金同等物の期末残高 14,476 11,623
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっており

ます。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
建築 土木 不動産 計

売上高

外部顧客への売上高 43,570 17,927 1,687 63,185 505 63,691

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 45 57 103 451 554

計 43,570 17,973 1,744 63,288 956 64,245

セグメント利益 3,424 1,622 561 5,608 131 5,740

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
建築 土木 不動産 計

売上高

外部顧客への売上高 49,520 20,585 596 70,702 813 71,516

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － 50 50 328 379

計 49,520 20,585 647 70,752 1,142 71,895

セグメント利益 4,329 1,084 264 5,678 292 5,971

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高

経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

　当社グループは、本社に製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は取り扱う製品・サービスについて国

内及び海外の包括的な戦略を立案し、国内外で展開する建設事業を中心として、それに関連する事業を展開してお

ります。

　したがって当社グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「建

築」「土木」及び「不動産」の３つを報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に準拠

した方法であります。

　報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資材販売事業等を含んでおります。

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資材販売事業等を含んでおります。
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（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 63,288 70,752

「その他」の区分の売上高 956 1,142

セグメント間取引消去 △554 △379

連結財務諸表の売上高 63,691 71,516

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 5,608 5,678

「その他」の区分の利益 131 292

セグメント間取引消去 △41 △139

全社費用（注） △4,082 △4,278

連結財務諸表の営業利益 1,616 1,553

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額 9,214.09円 9,531.31円

１株当たり当期純利益金額 555.34円 652.96円

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
1,163 1,352

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（百万円）
1,163 1,352

普通株式の期中平均株式数（株） 2,094,318 2,071,553

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益金額

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式数総数から控除する自己株式数に含めております。

１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前連結会計年度は29,453

株、当連結会計年度末28,898株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数

は、前連結会計年度は29,340株、当連結会計年度27,930株であります。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,110 19,860

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 54 74

　（うち非支配株主持分（百万円）） （54） （74）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 19,055 19,785

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
2,068,123 2,075,827

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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①受注高

連結

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自　2023年４月１日 （自　2024年４月１日

至　2024年３月31日） 至　2025年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
前年同期比

（％）

 建設事業

土木工事 23,175 18,773 △4,401 △19.0

建築工事 51,081 56,662 5,581 10.9

建設事業　計 74,256 75,436 1,179 1.6

その他 － 45 45 －

合　計 74,256 75,482 1,225 1.7

個別

区分

前事業年度 当事業年度

比較増減（自　2023年４月１日 （自　2024年４月１日

至　2024年３月31日） 至　2025年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
前年同期比

（％）

 建設事業

土木工事 17,722 13,376 △4,345 △24.5

建築工事 27,873 32,446 4,572 16.4

建設事業　計 45,595 45,823 227 0.5

その他 － 45 45 －

合　計 45,595 45,869 273 0.6

②売上高

連結

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自　2023年４月１日 （自　2024年４月１日

至　2024年３月31日） 至　2025年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
前年同期比

（％）

 建設事業

土木工事 17,927 20,585 2,657 14.8

建築工事 43,570 49,520 5,949 13.7

建設事業　計 61,498 70,105 8,606 14.0

その他 2,192 1,410 △781 △35.7

合　計 63,691 71,516 7,824 12.3

４．その他

(１)受注高、売上高及び次期繰越高の状況
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個別

区分

前事業年度 当事業年度

比較増減（自　2023年４月１日 （自　2024年４月１日

至　2024年３月31日） 至　2025年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
前年同期比

（％）

 建設事業

土木工事 13,515 15,855 2,385 17.7

建築工事 22,469 27,749 5,279 23.5

建設事業　計 35,984 43,604 7,665 21.3

その他 233 △54 220 △80.3

合　計 36,218 43,550 7,886 22.1

③次期繰越高

連結

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自　2023年４月１日 （自　2024年４月１日

至　2024年３月31日） 至　2025年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
前年同期比

（％）

 建設事業

土木工事 37,135 35,323 △1,811 △4.9

建築工事 42,183 49,325 7,142 16.9

建設事業　計 79,318 84,649 5,330 6.7

その他 1,142 1,101 △41 △3.6

合　計 80,460 85,750 5,289 6.6

個別

区分

前事業年度 当事業年度

比較増減（自　2023年４月１日 （自　2024年４月１日

至　2024年３月31日） 至　2025年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
前年同期比

（％）

 建設事業

土木工事 31,312 28,833 △2,478 △7.9

建築工事 30,016 34,714 4,697 15.7

建設事業　計 61,329 63,547 2,218 3.6

その他 1,142 1,101 △41 △3.6

合　計 62,471 64,648 2,177 3.5
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受注高

2025年３月期　当連結会計年度 75,482　百万円 1.7　％

2024年３月期　前連結会計年度 74,256　百万円 5.2　％

セグメント区分

前連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

増減額 増減率

百万円
構成比

（％）
百万円

構成比

（％）
百万円 （％）

建築事業 51,081 68.8 56,662 75.1 5,581 10.9

土木事業 23,175 31.2 18,773 24.9 △4,401 △19.0

その他 － 0.3 45 0.0 45 -

計 74,256 100.0 75,482 100.0 1,225 1.7

官公庁 25,045 33.7 39,804 52.7 14,758 58.9

民間 49,211 66.3 35,678 47.3 △13,532 △27.5

計 74,256 100.0 75,482 100.0 1,225 1.7

受注高

2026年３月期　次連結会計年度 78,000百万円 3.3％

（２）受注の状況（連結）

①受注高

（注）パーセント表示は、前年同期比増減率であります。

（参考）受注実績内訳

②受注予想

（注）パーセント表示は、当期比増減率であります。
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